
                                                                       

            

 

 

第５章 ⾃⾛化に向けた検討課題 

５−１ 検討課題 

 

事業計画の⾻⼦ 

 

 

 売上利益試算と⾃⾛化モデルパターン 
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⾃⾛化の条件として、テレワーカーの業務受託料等で事務局管理費を捻出する必要があ

る。従って、業務量を増やすためにテレワーカー登録者数そのものを増員していく必要が

ある。③の本島展開型の場合、離島の⼈的リソースの問題が解消され、⼤規模離島が⼩規

模離島を救済する理論と同じく、本島が離島全体を救済する形となり、⾃⾛化に有利にな

ると考えられる。 

しかしながらその場合は、業務斡旋のプラットフォームの側⾯が⼤きくなり、⼈材育成へ

のコストは捻出が困難である。そのため離島、及び県内各⾃治体の⼈材育成事業と連携す

ることも検討していく必要がある。 

また、ローカル型業務斡旋プラットフォームの利⽤料としてテレワーカーから利⽤料を徴

収することも併せて検討していく。 
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令和 2 年度の主な成果と今後の課題 

 

 

 

コロナ禍により図らずも在宅テレワーカーのマインドセットが特に⻑い時間をかけずとも

醸成されたことは令和 2 年度事業では特に顕著な点であった。 

⾃分がその気になればいつでも仕事ができていた時代が⼀瞬にして喪失し、ウィルスとい

った外的要因により⼤きくパラダイム・シフトしたことは、ネガティブな結果と捉える

か、それとも⽣計を⽴てる⼤変さを、⾝を持って実感できたと前向きに捉えるかは当⼈次

第であるが、少なくとも、テレワーカーとして登録した⽅々は後者のように前向きに今で

きることをやる、前進する、といったマインドを持っており、事務局側もその想いに救わ

れた⾯も少なくはない。 

アフターコロナでは、⾏動変容時の保険として出勤しない働き⽅を⾝につけるといった新

しい考え⽅が常識的になり、その受け⽫として運営されるテレワークプラットフォームが

担う社会的責任は重たいものであると⾔える。 
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５−２ ⾃⾛化に向けた検討課題 

 

将来に向けたビジョン 

 

今年度は沖縄県内全離島を対象とし、主に業務斡旋を優先順位の上位として事業を進めて

きたが、テレワーカーに⼈気の⾼い単純作業はコロナ禍の影響もあり供給過多となってお

り、市場単価が下がる傾向にある。それらジレンマを解決することが今後の⾃⾛化に向け

た最⼤要因と考えられる。 

単純作業の単価を上げるには、いかに付加価値を創出するかに拠るところが⼤きく、離島

テレワーカー及びプラットフォームのリソースの活⽤を最⼤限化する施策を取る必要があ

る。 

過去 2 年の事業において、離島における⼈的リソースの結集と把握ができたことにより、

在宅テレワークにとどまらず、余った時間を地域の労働⼒に充てるギグワークや、離島の

特産物を全国に販売するためのブランディング・ライティング・告知活動やそれらに付帯

する労働⼒の提供を可能とする離島振興プラットフォームへ変化していくことを今後の⽬

標とする。 

前年度、本年度においては⾃⾛化に向けてその基盤が充分に整備されたと評価し、それを

報告するものとする。 
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